
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

4,815 千円

4,612 ≫千円

国庫支出金 千円
県支出金 3,136 千円
地方債 千円
その他 千円

一般財源 1,679 千円

担当課 福祉保健部　長寿介護課 課長 浦山　聡

担当者 川添　太介 問合せ先 0957-20-7301(内線111)

施策 0603
高齢者を地域で支える体制の
整備

≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　　　　　　※補正予算要求時は今回の補正予算額を除く
　　　　　　※次年度予算要求時は次年度繰越額を除く

事業名 老人クラブ活動促進事業 その他の見直し 予算額

事業期間 平成１３年度 ～ 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

大村市老人クラブ活動費補助金交付要綱

市が各老人クラブへ交付する補助金については、県の基準額を上限として、県から２/３が市に交付される。
平成１８年から老人クラブ連合会への補助金については、合併市町への特例措置が設けられており、現在の老
人クラブ会員数よりも合併前の連合会数に大きく左右される内容であった。一定期間経ち、公平性の観点と会
員数増加の目的から、会員数一人当たりの単価を増額する形で、県の補助算定式が見直されることとなった。

○目的
老人クラブに所属する高齢者の教養の向上及び健康の増進を目的としたレクリエーション活動並びに地域社会
との交流活動の促進を図る。助成を行うことにより、高齢者の生きがいと健康づくりに資する活動・事業が展
開される。また、老人クラブ活動により、地域で支えあう体制づくりを推進する。

○概要
敬老会など、老人クラブが実施するレクリエーションや地域社会との交流などの活動費の一部に対して補助金
を交付する。

○対象
単位老人クラブ及び大村市老人クラブ連合会

≪拡充≫老人クラブ連合会への補助金について、県が合併市町への特例措置を設けていた補助金算定式を見直
すことに伴い、本市においても同様の計算式とし、会員一人当たりの単価を増額する。

大村市

老人クラブ連合会

単位老人クラブ

≪補助対象となる活動≫

・レクリエーション活動 (教養の向上、健康

の増進)

・地域社会との交流活動

・備品購入・器材等の賃借料

　　補助金交付

　　申請・実績報告
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【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
R2

(実績)
R3

(計画)
R4

(計画)
R5

(計画)
R6

(計画)

単位老人クラブ数 計画値 団体 80 80 80 80 80

計画値

指標名 単位
R2

(実績)
R3

(計画)
R4

(計画)
R5

(計画)
R6

(計画)

老人クラブへの加入者数 計画値 人 3798 3798 3798 3798 3798

大村市老人クラブ連合会への加入者数 計画値 人 2883 3045 3045 3045 3045

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 R1 R2 R3 R4 R5 R6 合計
事業費 4,183 3,794 4,612 4,815 4,815 4,815 27,034

国庫支出金 0
県支出金 2,721 2,504 2,923 3,136 3,136 3,136 17,556
地方債 0
その他 0

一般財源 1,462 1,290 1,689 1,679 1,679 1,679 9,478
人件費 3,034 2,867 3,374 3,374 3,374 3,374 19,398

職員(人) 0.39人 0.35人 0.42人 0.42人 0.42人 0.42人 2.42人
時間外勤務(h) 99h 161h 160h 160h 160h 160h 900h
会計年度任用職員(人) 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

フルコスト 7,217 6,661 7,986 8,189 8,189 8,189 46,432

妥当性
(市の関与)

老人福祉法第１３条第２項により、地方公共団体は老人クラブ等に援助するよう努めなけれ
ばならないと定められており、長崎県高齢者在宅福祉事業費補助金実施要綱及び大村市老人
クラブ活動費補助金交付要綱に基づき実施している補助事業であることから妥当である。

有効性
(施策貢献度)

老人クラブの活動は、生きがいづくりにつながる趣味的な活動などのほか、ひとり暮らしの
方を訪ねる友愛訪問や、地域の清掃などの奉仕活動を行っていることから、高齢者の教養の
向上や健康の増進だけではなく、社会参加や自立支援にもつながっており効果は高い。

効率性
(コスト)

長崎県高齢者在宅福祉事業費補助金実施要綱及び大村市老人クラブ活動費補助金交付要綱に
基づき実施しており、県の基準額内で各クラブへの補助金を交付していることから、適正な
運営が確保されており、コスト削減の余地はない。

1次評価 担当者意見のとおり

2次評価 1次評価のとおり


